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第1回・第2回の議論の振り返り

令和8年1月9日

令和7年度 第3回 障害児の相談支援部会

資料1



学齢期に関わるご意見

乳幼児期・

学齢期共通

（抜粋）

・障害受容のタイミングは個人差がある

・療育の必要性や障害の理解がないまま、サービスの情報提供のみ求める相談が多い

・保護者同士で交換している情報が古い場合がある

・保育所等訪問支援事業所が増加しているが支援力に差がある

・こどもの見立ても背景のアセスメントも重要であり、うまく重なる支援が望ましい

・つなぐだけではなく、支給申請やサービス利用の前にもう少し丁寧な関わりが必要

学齢期

・障害受容しないままサービス利用していると、将来のライフステージで支障が出るおそれがある

・相談したことのないままサービスを使い続けている方が相談につながれることが望ましい

・放課後等デイサービス事業所が増加し、習い事感覚の方もいる

・地域の支援学級の保護者には、情報や理解が届いていないのでは

・障害児サービス利用が増えた約10年前のこどもが卒業していく時期になっている

第1回 障害児の相談支援部会の議論内容 【乳幼児期】【学齢期】
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令和7年度第1回障害児の相談支援部会 ご意見要旨

■障害児の相談支援の中核となる「児童発達支援センター」「障害者基幹相談支援センター」の強み、課題を共有

■各相談機関から見た現状、課題、支援状況、インフォーマルなコミュニティ（保護者間での情報等）について共有

■支援のバトンをつなぐだけでなく、伴走型の支援が望ましい

■既存の事業や連携の仕組みに再度手を入れる時期になっている

■サービス利用が目標（ゴール）ではないという視点が必要

■R7年度は乳幼児期と学齢期にわけて関係機関を招集し、議論



学齢期に関わるご意見

学齢期

・0～1歳から集団生活に適応することにより見過ごされたまま、就学後に顕在化することがある

・外では問題ないが、家庭では困難がある場合も多い

・スーパーバイズがほしい、教育分野とつながりたい。

第2回 障害児の相談支援部会の議論内容 【乳幼児期】
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令和7年度第2回障害児の相談支援部会 ご意見要旨

■保健センターの健診業務、保育施設における特別支援保育、４・５歳児発達相談の取り組み状況等について関係者から報告

■乳幼児期には手厚いフォローや関わりがされていることがわかったが、どうしても拾いきれないケースがある

■障害というキーワードを使わず、保護者の家庭での困りごとにもアプローチできたらよい

■こどもにとっては一番の支援者である保護者に力をつけていってもらいたい

■療育は通所となると切り取る形になりがちだが、本来は園でできるのがよい

■療育が過剰評価されている気がする。支援者が手探りであることも多く、育成が重要

■各機関で発見できる層が違えば、支援できる内容も違う。保護者の受け止めの時期も違うことから、あらゆる角度から気づきを得

て受け止めるような仕組みを



第3回障害児の相談支援部会の
議論の方向性について

資料2

令和8年1月9日

令和7年度 第3回 障害児の相談支援部会



R7年度
第1回部会

R7年度
第2回部会

令和7年度
第3回部会

令和8年度以降

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

協
議
内
容

1.部会設置の経過・
背景の確認

2.現状の共有と
課題の抽出
3.既存事業で実施
できることの整理

乳幼児期の課題
について

方向性の検討

（協議に適した
関係者の出席）

学齢期の課題
について

方向性の検討

（協議に適した
関係者の出席）

障害児の相談支援部会の方向性とスケジュール

縦の連携
（ライフステー
ジを通じたとぎ
れのない支
援）の検討

・
その他

課題の検討

第2回
市協議会R7.7.18

開催
横の連携
（第2層の

サービス未利用の
対象児家族）

において不足
する部分を補う
仕組みの検討

R7.10.7
開催

R8.1.9
開催

課題を踏まえた部会の方向性

■障害児通所支援事業所と利用者の増加に伴い、相談支援の担い手の確保が追い付かず、障害児相談支援
の利用率は減少傾向。サービスに繋がっていないこどもや保護者が相談できる機関、機能の活用・強化のほか、
セルフプランのサービス利用者への助言や乳幼児期からの保護者支援の必要性が課題として挙げられた

■挙げられた課題の中から、第２層として、児童発達支援センターの中核的役割と障害者基幹相談支援セン
ターの機能を合わせた、各年齢層における現状の共有と課題整理

■横の連携で不足する部分を補う仕組みや縦の連携について協議を進め、さらに障害児の相談支援の３層構造
の強化に向けて検討する

1

新たな事業が必要であれば提言

第1回
市協議会

横の連携の整理 ・・・ 各年齢層において、できていることと課題の整理
既存事業や関係機関の強化、活用の検討
さらに不足する部分の抽出

（第2層のサービス未利用
の対象児家族）



児童発達支援センター 障害者基幹相談支援センター

その他関係機関、事業等の活用
不足している場合には新規検討

担いきれないこと

第２層の検討（乳幼児期・学齢期）

【第１回の議論内容】
①児童発達支援センター、障害者基幹
相談支援センターでの相談の入口、
セルフプランのサービス利用者への助
言に対する取組、実態の確認

②保護者目線による意見
③サービスにつながっていないこどもと保
護者の相談に対する課題の抽出

サービス未利用の対象児家族

児童発達支援センターと障害者基幹相談支援センターの役割の整理

面的整備にてフォロー

【第１回の議論内容】
④既存事業で実施できることの整理
⑤【幼】協議に適した関係者の出席を検討

【第２回の議論内容】
⑥【幼】不足部分の確認
⑦【幼】方向性の検討
⑧【学】協議に適した関係者の出席を検討

【第３回の議論内容】
⑨【学】不足部分の確認
⑩【学】方向性の検討

担いあう 担いあう

Point：各機関が少しずつ重なり合うような
担い方の構築を目指す

令和7年度 障害児の相談支援部会の協議内容

2

【乳幼児期】 【学齢期】



学齢期の不足部分の確認（第1回ご意見より事務局案）①

3

発見

発見して支援につなげる前の把握が望ましいこと

○家族状況等の背景の確認

○保護者支援の必要性

○保護者の障害理解（こどもについて・療育について）

○健診や園での指導助言の有無、医療・療育の必要性、療育の内容

相談できる場所が遠い人への支援

・アウトリーチ

・マンパワーを埋める手立て

障害児通所支援

の支援力の底上げ

保護者がタイミングにあわせて

最新の情報を得られる仕組み

相談支援専門員が

共有や相談できる場所

サービス利用が目標（ゴール）ではない

つないで終わりではなく、

重なり合う支援

何ができるか

困りごと

支援

困りごと
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学齢期の不足部分の確認（第1回ご意見より事務局案）②

共有したいことや議論いただきたいこと

➢ 学校・各機関での発見

➢ 学校・各機関での支援・連携 について、状況、困りごと、課題、不足していること、こうあればいい

➢ 乳幼児期からのつなぎ など



・本人や家族から
・学校の先生から

以下のような何らかの課題、つまづきの発見

相談に繋がる

特別支援教育コーディネーター(先生)

教育センター 教育相談

保育園・こども園
・幼稚園等

児童発達支援センター

放課後等デイサービス

障害児相談支援事業所

保育所等訪問支援

障害者基幹相談支援センター

・・・利用に通所受給者証が必要。 ・・・受給者証なしで利用可。

未就学期 ～ 就学

学齢期を中心とした支援体制イメージ図案
※主に知的障害・発達障害支援体制の内容です。
また、すべての児童がこれに当てはまるわけではありませんので、
支援の目安としてご参考にご確認ください。

支援学校(小学部)

地域の小学校

発達障害者支援センター

スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー

ユースサポートセンター

通常の学級

支援学級

支援学校(小学部)

地域の学校

通常の学級

支援学級

通級指導教室

小学校（小学部） １～６年生

学

校

の

先

生

と

保

護

者

間

の

相

談

に

よ

る

変

更

学

校

へ

の

情

報

提

供

就
学
相
談

就
学
前
健
診

中学校（中学部） 1~3年生

支援学校（幼稚部）

児童発達支援

学

校

間

の

情

報

提

供

高等学校（高等部）進学・就労等

放課後児童対策事業
（のびのびルーム・さかいっこクラブ・

放課後ルーム等）

子ども相談所

あい・すてーしょん

授業について
いけない

不安・うつ症状

集団生活が
苦手

人間関係 問題行動

支援学校(中学部)

地域の学校

通常の学級

支援学級

通級指導教室

高等学校

全日制

通信制

定時制

支援学校(高等部)

専修学校

就労

ひきこもり

不登校

いじめ

愛着形成

放課後等デイサービス

医療機関

学校の先生（担任等）

虐待

その他課題や年齢に
応じたさまざまな支援機関

義

務

教

育

の

終

了

進

路

先

が

多

岐

に

な

る

【本人をとりまく機関においてネットワークを構築する必要がある】
学校生活への適応を目指すため

つまづきの解決や日常生活での適応のため
本人、保護者の居場所づくり、思いへの共感

幼少期からの情報を引き継げるツールを見直し・周知

所属なし

資料3



指定特定相談支援事業所

障害児の相談支援についてのご意見・方向性のイメージ図

障害者基幹相談支援センター

※障害児相談支援ワーキング、障害児の相談支援部会準備会でのご意見・方向性のイメージ図をもとに事務局作成

「障害児相談支援」を含め、障害のあるこども（※）や発達に不安のあるこどもの相談支援の仕組みの検討

区域にこだわらず、

障害児や家族を支える

「仕組み」「ネットワーク」

＊報酬も含めたもの

障害児相談支援を担う
相談支援専門員を支える「仕組み」「ネットワーク」
＊報酬も含めたもの

総合相談情報センター
障害者基幹相談支援センター

児童発達支援センター
法改正により、地域における障害児支援の中核的役割を担うことが明確化

事務の簡素化・事務負担軽減の課題
・支給決定の「カラ打ち」
・区窓口での対応の差 等

教育（学校）、
母子医療、保健、
就労支援等

障害児分野以外の
機関

※ ここでの「障害のあるこども」とは、
障害者手帳の有無や
サービスの利用の有無を問わない

＜第３層＞
ｃ．地域における相談支援体制の
整備や社会資源の開発など

＜第２層＞
ｂ．一般的な相談支援

＜第１層＞
a．基本相談支援を基盤とした
計画相談支援・障害児相談支援

● 計画相談支援

● 障害児相談支援

＊スーパーバイズを含む

面的整備

情報が集まる
仕組み・

情報が発信さ
れる仕組み

参考資料1



連携における課題整理と
学齢期の支援体制のイメージ案について

令和8年1月9日

令和7年度 第3回 障害児の相談支援部会

参考資料2

令和7年度 堺市障害者施策推進協議会
発達障害者支援専門部会 資料1より



連携における課題整理と学齢期の支援体制のイメージ案について ①
【R7年度発達障害者支援専門部会資料より抜粋】

1

各機関で抱える課題等のまとめ

●途切れのない支援が重要であるとは理解しているものの、縦横連携がうまくいっていない場合がある。

●人員不足、業務過多により、情報共有等の時間を十分確保することが難しい。

●障害福祉のみならず、子育て、教育、医療分野を超えての連携が望ましい。

●保護者の発達障害に関する理解が得られず、相談や支援に繋がりにくい場合がある。

●保護者や本人の障害受容には、相当の時間を要する場合もある。

●早期発見から、早期受容となるような支援体制により、本人の生き方や社会とのつながりにも変化がある。

●相談に至る背景要因の一つに発達障害があるが、本人や周囲が理解できていないことで問題が複雑化している事例が
ある。

●各施設や支援者間での個人情報の取り扱い基準が異なるため、連携するうえでのハードルがある。

各支援機関において、「今」だけではなく、将来につながる支援を意識したスムーズな情報連携や
支援の共通イメージができる体制が求められている。

特に、学齢期に入ると新たな課題に対し、多様な機関が介入するため、統一された認識が必要。



2

学齢期の支援を行ううえで重要な観点

●発達障害は、乳幼児期に早期発見されることもあるが、学齢期頃において、新たに何らかの課題やつまづきがあってから
発見につながることがある。

●必ずしも診断がつくとは限らず、グレーゾーンと呼ばれる層が、福祉の制度を介せず、日常での困り感を抱えている。

●あらゆる機関で相談を受ける中で、その背景に障害があるかどうか、アセスメントを行うことが重要と考えられるが、支援者
の個別のスキルやアセスメントの方法には違いがある。

●乳幼児期に支援や相談に繋がったことがある場合と、そうでない場合において、保護者や本人の障害受容の差がある
こともあるので、まずは乳幼児期からの背景や状況の把握が重要となってくる。

●保護者の思いだけでなく、本人の意思や思いも重なるため、双方の思いをくみ取るなど、慎重な関わりやサポートが求め
られる。

●課題やつまづきは、発達障害の要因のみならず、家庭環境や愛着、トラウマなど、様々な要因が複雑に絡み合っている
ことも多く、本人や家族にどういったサポートや支援が必要かを考えていく必要がある。また、そのために一つの支援機関
だけの関わりやノウハウでは、支援やサポートがしきれないケースがある。

●ひとつの機関だけで対応するのではなく、様々な機関がネットワークを形成し、それぞれの専門性を生かし、相互連携を
意識した支援を行うことをめざす必要がある。

こどもをとりまく機関において、連携体制を構築していくうえで共通認識が必要。

連携における課題整理と学齢期の支援体制のイメージ案について ②
【R7年度発達障害者支援専門部会資料より抜粋】



事業所はどこがいいかわからない。
相談支援を使いたいがどうすればいいかわからない。

こどもの経験不足、障害特性は見られるが、
園で十分伸びる。

乳幼児健診
（1歳6か月・３歳児健診）

在宅乳幼児親子教室

児童発達支援センター

あい・すてーしょん
(グループ支援含む)

障害特性や発達の遅れがあり、療育支援が必要。

発達の遅れや特性が見られるが、こどもの経験不足等
か障害はか判断しにくい。
保護者の受け止めに時間が必要。

障害特性や発達の遅れはあるが、療育の利用に
は保護者の受け止めに時間が必要。また、保護者
が相談できる場が必要。

こども園等での
地域支援

保育園・こども園
・幼稚園等

保育所等訪問支援

児童発達支援センター

あい・すてーしょん
（施設・個別支援等）

児童発達支援事業所

児童発達支援センターの中核機能強化
①…幅広い高度な専門性に基づく発達支援・家族支援機能
②…地域の障害児通所支援事業所に対するスーパーバイズ・コンサルテーション機能
③…地域のインクルージョン推進の中核機能
④…地域の障害児の発達支援の入口としての相談機能

児童発達支援事業所

放課後等デイサービ
ス

あい・すてーしょん
（施設・個別支援等）

障害児相談支援事業所

保育所等訪問支援

保健センター（母子保健）：乳幼児期のすべての母子の健康の保持増進のサポート、情報提供
子育て支援課（家庭児童相談室）：児童養育上の相談・サポート

【参考】
発達の相談ができる場

４・５歳児発達相談
（４歳児）

さかいっこひろば
（主に未就学児）

教育相談
（学齢期における
様々な相談）

・・・利用に通所受給者証が必要。

・・・受給者証なしで利用可。

０～５歳 ６歳～

受給者証＝通所サービスを利用するための許可証。
療育手帳＝知的障害と認められた方に交付される。

保護者が自身で
使える
調べられる
おすすめ
ツール

あい・ふぁいる

保護者が数々の支援者に何度も同じ
説明をしなくてよいために自身で作成す
るプロフィールツール。

あいのーと

障害に関する堺市の様々な
相談機関、サービス利用につ
いて記載したノート。

堺市相談支援ネット

基幹相談のサイト。
事業所の最新情報も掲載さ
れている。

堺市ホームページ

「児童発達支援自己点検及び
評価シート」から、各事業所の詳
細が確認できます。

（乳幼児期）発達の遅れ、特性等の発見～支援の現行体制スキーム・資源等

心理（発達）相談・
2歳児相談

※主に知的障害・発達障害支援体制の内容です。
また、すべての児童がこれに当てはまるわけではありませんので、
支援の目安としてご参考にご確認ください。

情

報

共

有

・

連

携

が

重

要

通所支援を利用する上で個々にあったプランを作成する。

支援学校

地域の学校
・支援学級
・通常の学級
・通級指導教室

就
学
相
談

(

各
種
支
援
学
校
、
支
援
学
級
、
通
常
の
学
級)

強化④

強化①

強化③

強化②

あい・すてーしょん（障害児等療育支援事業） ※サービス利用がないことが条件

障害のある児童や発達に不安のある児童の地域における生活を支える事業。
・自宅への訪問による相談、指導※

・通所による相談、指導※

・障害児通所支援事業所、学校、保育所等の関係機関への指導、助言

障害者基幹相談支援センター

継

続

ま

た

は

新

規

利

用

継

続

ま

た

は

新

規

利

用
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令和７年度 堺市障害者自立支援協議会 

第３回 障害児の相談支援部会 議事概要 

――――――――――――――――――――――――――――――― 
日時  令和8年 1月９日（火） 14:00～16:00 

場所  堺市役所 地下1会 大会議室 

出席者  ◎増田（生活リハビリテーションセンター）、○里村（児童発達支援センターつぼみ園）、山本（ぴーす）、 

髙田み（地域生活支援センターフィットエル）、髙田あ（相談支援室つぼみ/みのりの会）、 

小野寺（VIVO SUPPORT ロペ/みのりの会）、音揃（堺市手をつなぐ育成会）、 

永吉（総合相談情報センター）、佐々木（中区障害者基幹相談支援センター） 

オブザーバー  鴈野（障害福祉部） 

関係者  支援教育課、教育センター企画相談課、堺市立百舌鳥支援学校（特別支援教育コーディネーター）、 

堺市立上神谷支援学校（特別支援教育コーディネーター）、 

堺市立美原西小学校（特別支援教育コーディネーター） 

傍聴  １名                                   （◎部会長、〇副部会長、敬称略・順不同） 

――――――――――――――――――――――――――――――― 

1 本日の議論の方向性等について   資料 1 資料 2 資料 3 参考資料 2 

2 意見交換【学齢期の課題について方向性の検討】 

＜関係者からの報告＞ 

堺市の特別支援教育の現状、教育相談、支援学校・小学校・中学校の特別支援教育コーディネーターの取組状況等

について関係者から報告 

＜委員ご意見（要旨）＞ 

・通常の学級での特性に応じた支援や、支援学級での社会性や生活力向上の支援の充実が望まれる 

・地域の学校の特別支援教育コーディネーターは他の業務と兼任しており、十分な時間を確保しにくいことが、地域の支援

者との連携を難しくしている要因のひとつ 

・支援学校でも時間を要して地域の支援者と連携しやすい土壌を整えてきた。お互いに遠慮のない関係ができるとよい 

・幼少期に支援を受けたことがある保護者はサービスを受け入れやすい。手帳がなくても利用できるサービスはありがたい 

・地域の支援機関への相談を促した支援者が解決したい課題や思いを、保護者から相談を受けた地域側が理解できている

か 

・保護者の障害受容の状況に応じた助言が必要。支援につながるのは数年後になることもある 

・保護者が安心して選択できるように、保護者のニーズに対し正しく情報が伝わるとよい 


